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実習① 韓国の諸制度を調べる
本日の内容

１ 基本的な調査方法 （15分）

２ 事前課題の解説

韓国で、自動運転車は公道を走行できるか （30分）

３ 当日実習 韓国の障害者義務雇用制度 （75分）

（実習30分+グループ発表・解説45分）
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１ 基本的な調査方法

 各国の諸制度

法令やそれに基づく行政規則などで定められている

⇒政府機関の情報を調べる

 2つのステップを踏んで調べる方法を紹介

ステップ① 日本語資料・情報の調査

ステップ② 朝鮮語資料・情報の調査

※統計情報については、明日の実習で扱います
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１ 基本的な調査方法

 日本語資料・情報だけ調べれば十分では？

 確かに、日本語で相当確度の高いと思われる情報（法令の全訳、
制度の詳細な解説など）が得られることがある

 しかし、法令や組織は頻繁に改正される可能性がある

⇒ いくら日本語で詳しい情報があっても、安心できない

 朝鮮語資料・情報だけ調べれば十分では？

 朝鮮語に自信のある人は、初めから朝鮮語で調査してよい

 しかし、基礎知識がないと、調査が非効率・不十分になる可能性がある

⇒ いきなり「朝鮮語の海に飛び込む」のは、リスクもある
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１ 基本的な調査方法
ステップ① 日本語資料・情報の調査

 まずインターネットや図書館資料の検索システム（OPAC）等を検索

 法制度や組織などを解説している日本語情報を探す

 内容が分かりやすく、法令、条文、関連組織名や
情報源の出典が明記してある資料・情報がよい

 公的機関やシンクタンクのウェブサイトや刊行物は比較的信頼できる
☞リサーチ・ナビ「アジア諸国の情報をさがす」（http://rnavi.ndl.go.jp/asia/index.php）

 概要把握だけでなく、朝鮮語の一次情報を調べる手がかりをさがす

 朝鮮語情報の検索に必要な法令名や、関連機関名を特定できる場合も
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１ 基本的な調査方法
ステップ② 朝鮮語資料・情報の調査

 日本語表記をもとに、法令名などの朝鮮語表記を特定する

 朝鮮語は、日本語と文法・語彙が似ているため、機械翻訳も有効

(1) ブラウザの翻訳機能

 例）Google Chrome：画面上で右クリック＞「日本語に翻訳」

(2) 翻訳サイト

 例）「AsiaLinks＞韓国>言語・辞書」の「翻訳サイト」
（http://rnavi.ndl.go.jp/asia/entry/dic-kor.php）
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１ 基本的な調査方法
ステップ② 朝鮮語資料・情報の調査

 朝鮮語の法令原文や政府サイトを探す

 「アジア諸国の情報をさがす」のAsiaLinksなどからたどる

 複数のアプローチを試みる

 政府情報であっても、掲載が遅れる場合等があることを考慮する

 民間のサイトの方が分かりやすいヒントを得られる場合もある

 当該制度を説明している部分を、原文で確認する

 法令、行政規則、各種基準、政府機関の組織・任務など

 正確に翻訳できなくても、利用者への案内や、後日調査の際に役立つ
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１ 基本的な調査方法
調査上の注意

 英語版がある場合は、朝鮮語とあわせて参照可能

 ただし、内容が少ない・古い場合がある

 なお、日本語版サイトは、韓国の公的機関にはほとんどない

 韓国特有のhwp形式のファイルは、対応する専用ビューアが必要
☞http://www.hancom.com/cs_center/csDownload.do でダウンロード可能（無料）

 法令を読んでも十分に制度の詳細が分からない場合は

さらに、朝鮮語の文献（法令の逐条解説書など）を参照する

（※今回は取りあげません）
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２．事前課題

9

韓国では、自動運転車は公道を走行できるか
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ステップ1
日本語

• 参考情報を探す

• 法令の名称を特定する

ステップ2
朝鮮語

• 法令を入手する

• 根拠法令の条文を確認する

まとめ
• 解答・まとめ



２．１．日本語情報
(1-1)参考情報を探す（インターネット情報）

 検索サイトで、「韓国 自動運転車」

 →「年内にも「自動運転車」が韓国都心を走行」（ハンギョレ
日本版 2016.5.18）
（http://japan.hani.co.kr/arti/economy/24182.html）

 「韓国政府が自律走行(self-driving)自動車の試験運行区間を、
市街地を含め全国に拡大することにした」
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 検索サイトで、「韓国 自動運転車 公道」

 →「ヒュンダイ、自動運転車の公道走行試験の認可を取得…
韓国初」（レスポンス 2016.3.10）
（http://response.jp/article/2016/03/10/271319.html）

 「韓国で2月12日、自動運転車の公道走行試験に必要な安全
要件を示した「自動車管理法」の改正案が施行された」
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２．１．日本語情報
(1-1)参考情報を探す（インターネット情報）



２．１．日本語情報
(1-1)参考情報を探す（インターネット情報）

 検索サイトで、「韓国 自動車管理法」

 →「自動車管理法」（韓国Web六法（一部改正1999．4．15法
律第5968号））

（http://www.geocities.co.jp/WallStreet/9133/jidousyakanri.html）
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２．１．日本語情報
(1-2)参考情報を探す（図書館資料）

 NDL-OPAC、リサーチ・ナビなどのデータベースで調べる
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ステップ1
日本語

• 参考情報を探す

• 法令の名称を特定する

ステップ2
朝鮮語

• 法令を入手する

• 根拠法令の条文を確認する

まとめ
• 解答・まとめ



２．２．朝鮮語情報
(2-1) 法令を入手する
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 リサーチ・ナビ「AsiaLinks」
http://rnavi.ndl.go.jp/asia/entry/asialinks.php

 国立国会図書館が作成

 公的機関や有用なサイトへの
リンク集を収録

 国別・カテゴリ別に探せる

 正確な名が分からないときに便利

 機関名の和訳および英語名称も併記



２．２．朝鮮語情報
(2-1) 法令を入手する
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 AsiaLinks＞法律：大韓民国(韓国)・

朝鮮民主主義人民共和国(北朝鮮)
http://rnavi.ndl.go.jp/asia/entry/law-kor.php

 法令データベースを中心に
韓国・北朝鮮の法律に関する
ウェブサイトを紹介

⇒公的機関のサイトなどで
最新の法令を確認することができる



２．２．朝鮮語情報
(2-1) 法令を入手する

 国家法令情報センター（http://www.law.go.kr/main.html）で「자동차
관리법」と入力（またはコピー）して検索
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２．２．朝鮮語情報
(2-1) 法令を入手する

 関係法令名「自動車管理法」を翻訳サイトにかけてみる。

例：google 翻訳 （https://translate.google.co.jp/）

→「자동차관리법」
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２．２．朝鮮語情報
※参考：Google Chromeの活用
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２．２．朝鮮語情報
※参考：Google Chromeの活用

21



２．２．朝鮮語情報
(2-1) 法令を入手する

 「自動車管理法」「自動車管理法施行令」（大統領令）「自
動車管理法施行規則」（国土交通部令）がヒット。
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法律（○○法）
大統領令（○○法施行令）
国土交通部令（○○法施行規則）

番号 法令名 公布日 法律の種類 公布番号 施行日 制定・改正区分 所管部処



２．２．朝鮮語情報
(2-2) 根拠法令の条文を確認する
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第2条（定義）この法で使用する用語の意味は次の通り。 <改正2011.5.24.、
2012.12.18.、2013.3.23.、2014.1.7.、2015.8.11.、2016.1.28. >
（略）
1の3.「自律走行自動車」とは、運転者または乗客の操作なしで自動車自らの運行が可能
な自動車をいう。



２．２．朝鮮語情報
(2-2) 根拠法令の条文を確認する
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第27条（臨時運行の許可） ①自動車を登録せず、一時運行をしようとする者は、大統領令で定めるところに
より、国土交通部長官又は市・道知事の臨時運行許可（以下「臨時運行許可」という。）を受けなければなら
ない。ただし、自律走行車を試験・研究目的のために運行しようとする者は許可対象、故障感知および警報
装置、機能無効装置、運行区域、運転者の遵守事項などに関連し、国土交通部令で定める安全運行要件を
備えて国土交通部長官の臨時運行許可を受けなければならない。 <改正2013.3.23.、2015.8.11.>



２．２．朝鮮語情報
(2-2) 根拠法令の条文を確認する

 「三段比較」で法、施行令、施行規則が一覧できる。
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本文／制定・改正理由／沿革／3段比較／新旧法比較／法令体系図／条例委任条文／委任条例



２．２．朝鮮語情報
(2-2) 根拠法令の条文を確認する
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自動車管理法 自動車管理法施行令 自動車管理法施行規則



２．２．朝鮮語情報
(2-2) 根拠法令の条文を確認する
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自動車管理法施行規則
第26条の2（自律走行自動車の安全運行要件）



２．２．朝鮮語情報
(2-2) 根拠法令の条文を確認する

 第26条の2（自律走行自動車の安全運行要件） ①法第27条第1項ただし書の「国土交通部令で定める安全運行要件」とは、
次の各号の要件をいう。<改正2016.11.15.>

 1.自律走行機能（運転手または乗客の操作なしで自動車が自ら運行する機能をいう。以下この条において同じ。）を行う装置
に故障が発生した場合、これを感知して運転者に警告する装置を備えること

 2.運行中いつでも運転者が自律走行機能を解除できる装置を備えること

 3.子ども、老人および障害者等交通弱者の歩行の安全性確保のために自律走行自動車の運行を制限する必要があると国
土交通部長官が認定し告示した区域では、自律走行機能を使用して運行しないこと

 4.運行情報を保存し、保存された情報を確認できる装置を備えること

 5.自律走行車であることを確認することができる標識を自動車の外部に付着すること

 6.自律走行機能を実行する装置にリモートでアクセス・侵入する行為を防止したり、対応するための技術が適用されているこ
と

 7.その他、自律走行自動車の安全運行のために必要な事項として、国土交通部長官が定めて告示する事項

 ②第26条第1項の規定により自律走行自動車の臨時運行許可申請を受けた国土交通部長官は、法第32条第3項により性能
試験を代行する者（以下「性能試験代行者」という。）をして、第1項の規定による安全運行要件に適合するかどうかを確認さ
せた後、安全運行の要件に適合すると認めた場合臨時運行許可をしなければならない。

 ③第1項及び第2項の規定による安全運行要件の確認に必要な細部事項は、国土交通部長官が定めて告示する。[本条新
設2016.2.11]
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２．２．朝鮮語情報
(2-2) 根拠法令の条文を確認する

29

自律走行自動車の安全運行要件および試験運行等に関する規定
（国土交通部告示）



30

ステップ1
日本語

• 参考情報を探す

• 法令の名称を特定する

ステップ2
朝鮮語

• 法令を入手する

• 法令を読み解く

まとめ
• 解答・まとめ



２．３．解答・まとめ

 自動運転車は、試験・研究目的のために運行する場合、国
土交通部長官の臨時運行許可を受けなければならない
（「自動車管理法」第27条第1項）

 運行時は、国土交通部令で定められる「安全運行要件」を
備えなければならない（「自動車管理法施行規則」第26条
の２、「自律走行自動車の安全運行要件および試験運行等
に関する規定」（国土交通部告示））
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３．当日実習

Q.以下の事項について、2016年11月現在の
情報を調べてください。

１．韓国の障害者義務雇用率
２．障害者義務雇用率を達成できなかった

場合に課せられる内容
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３．当日実習
参考 日本の障害者雇用率制度（一例）

 「障害者の雇用」厚生労働省ウェブサイト
（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/jigyounushi/page10.html）

 「従業員が一定数以上の規模の事業主は、従業員に占める身体障害者・知的障害
者の割合を「法定雇用率」以上にする義務があります。
（障害者雇用促進法第43条第1項）」

 「民間企業の法定雇用率は2.0%です。」

⇒「障害者の雇用の促進等に関する法律施行令」（最終改正：平成二八年三月三一日
政令第一四〇号）第九条

「法第四十三条第二項 に規定する障害者雇用率は、百分の二とする。」
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ステップ１
日本語

• 参考情報を探す（インターネット情報、図書館資料）

• 関連法規・機関を探す

ステップ２
朝鮮語

• 検索キーワードを朝鮮語に翻訳する

• 雇用労働部のウェブサイトを見る

• 根拠法令の条文を確認する

まとめ
• 解答・まとめ
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３．１．日本語情報
(1-1) 参考情報を探す（インターネット情報）

 「障害者 雇用 義務 韓国」などでインターネット検索。

①「障害者の雇用促進のための制度改革」独立行政法人労働政策研
究・研修機構ウェブサイト, 2012.9
（http://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2012_9/korea_01.html）

 韓国では、「障害者の雇用促進および職業再活法」により障害者の義務雇用制度を
定めている。所管は雇用労働部。

 法定雇用率は現在、国および地方自治体、公共機関で3％、民間企業で2.5％
 常時100人以上の労働者を雇用する事業所が法定雇用率を達成できない場合、・・・

障害者雇用負担金として納付しなければならない。
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②崔栄繁「韓国の障害者雇用制度」小林昌之編『開発途上国の障害者雇
用―雇用法制と就労実態』日本貿易振興機構アジア経済研究所, 2011
（http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Download/Report/2010/pdf/2010_422_01.pdf）

 「障害者雇用促進及び職業リハビリテーション法」を解説（pp.11-15）。
第27条が義務雇用制度、第33条が障害者雇用負担金関係規定。

 「2007年には政府部門の法定雇用率が3.0%に引き上げられ・・・また、民間部門も
2014年までに2.7%まで引き上げられる」（p.13）
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３．１．日本語情報
(1-1) 参考情報を探す（インターネット情報）



③「韓国民間企業の障害者義務雇用率 2.7%から3.1%に引上げ」もっ
と！コリア, 2014.8.14
（http://mottokorea.com/mottoKoreaW/mKoreaNow_list.do?bbsBasketType=R&seq=8361）

 「民間企業の障害者義務雇用率が2.7％から2019年までに3.1％へと段階的に上昇
する。中央政府と自治団体、公共機関の義務雇用率も3％から3.4％に上方修正され
る。雇用労働部は14日このような内容を含む「障害者雇用促進及び職業再活法と施
行令改正案」を立法予告したと明らかにした。」

 末尾に「毎日経済_ト・ドンチョル記者 | 入力 2014-08-14」とあり。
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３．１．日本語情報
(1-1) 参考情報を探す（インターネット情報）



④「障害者雇用促進及び職業リハビリ（再活）法」独立行政法人労働政策
研究・研修機構ウェブサイト, 2015.
（http://www.jil.go.jp/foreign/basic_information/korea/hourei/pdf/L099.pdf ）

 「障害者の雇用促進および職業再活法」でインターネット検索するとヒット。
 同機構による日本語訳（試訳）を掲載（施行日は2015年5月18日）。
 下位法令、告示の全訳はない。
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３．１．日本語情報
(1-1) 参考情報を探す（インターネット情報）



 NDL-OPACやCiNii Articles（国内の論文検索DB）
（http://ci.nii.ac.jp/）で文献を探す

 インターネットのような気軽さはないが、参考になりそうな情報もある

 權偕珍, 小原愛子, 韓昌完 他「QOLの観点に基づいた韓国の障害者雇用促進
制度設計に関する研究 : WHOQOLを用いた障害者雇用促進及び職業リハビリ
テーション法の分析と考察」『Asian journal of human services』6号, 2014.4, 
pp. 72-80

 金紋廷, 韓昌完, 佐々木伯朗「韓国における障害者法定雇用率の算定方式に
関する考察」『Asian journal of human services』5号, 2013.10, pp. 54-63
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３．１．日本語情報
(1-2) 参考情報を探す（図書館資料）



 日本語の情報源から得られた情報

 根拠法令： 「障害者の雇用促進および職業再活法」
「障害者雇用促進及び職業リハビリテーション法」
「障害者雇用促進及び職業再活法と施行令改正案」

 所管部署： 雇用労働部

 義務雇用率：国等の公共部門で3％、民間企業で2.5％（2012年9月時点）
2014年以降、引き上げられている？

 課せられる内容： 「障害者雇用負担金」の納付
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３．１．日本語情報



 リサーチ・ナビ「AsiaLinks」
（http://rnavi.ndl.go.jp/asia/entry/asialinks.php）

 「雇用労働部」へのリンクはないか？

 法令を検索できる情報源はないか？
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３．１．日本語情報
(2) 関連法規・機関を探す



 AsiaLinks＞韓国>行政機関
http://rnavi.ndl.go.jp/asia/entry/link-kor02.php#02

⇒「고용노동부【雇用労働部】」
へのリンクがある

※このままリンク先にアクセスして情報を得る
※今後の情報検索キーワードとして活用
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３．１．日本語情報
(2) 関連法規・機関を探す



 AsiaLinks＞韓国>法律
http://rnavi.ndl.go.jp/asia/entry/law-kor.php

⇒法令を検索できるウェブサイトを紹介
英文法令検索サイトもあり

※法令の朝鮮語名を調べてから検索する
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３．１．日本語情報
(2) 関連法規・機関を探す



ステップ１
日本語

• 参考情報を探す（インターネット情報、図書館資料）

• 関連法規・機関を探す

ステップ２
朝鮮語

• 検索キーワードを朝鮮語に翻訳する

• 雇用労働部のウェブサイトを見る

• 根拠法令の条文を確認する

まとめ
• 解答・まとめ
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３．２．朝鮮語情報
(1) 検索キーワードを朝鮮語に翻訳する

 翻訳サイト等を利用して、日本語で得られたキーワードを
朝鮮語に翻訳する

 「障害者 雇用 義務」の翻訳例

→「장애인 고용 의무」（Yahoo!翻訳）
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３．２．朝鮮語情報
(2) 雇用労働部のウェブサイトを見る

 雇用労働部（http://www.moel.go.kr/）の
トップページ上部検索窓で
「장애인 고용 의무」を検索

→600件以上ヒット

 「障害者雇用奨励金」
「障害者の義務雇用状況」
などの関連資料があるが、
義務雇用率の解説資料ではない
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３．２．朝鮮語情報
(3) 根拠法令の条文を確認する

 AsiaLinks＞韓国＞法律＞「국가법령정보센터【国家法令情報センター】」
（http://www.law.go.kr/main.html）

→「장애인 고용（障害者 雇用）」で検索、3件ヒット

(1) 「장애인고용촉진 및 직업재활법」（2016年2月3日公布）
（障害者の雇用促進及び職業リハビリテーション法）【法律】

(2) 「장애인고용촉진 및 직업재활법 시행령」（2016年8月11日公布）
（障害者の雇用促進及び職業リハビリテーション法施行令）【大統領令】

(3) 「장애인고용촉진 및 직업재활법 시행규칙」（2016年1月12日公布）
（障害者の雇用促進及び職業リハビリテーション法施行規則）【雇用労働部令】
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３．２．朝鮮語情報
(3) 根拠法令の条文を確認する



 日本語情報②崔栄繁「韓国の障害者雇用制度」（スライド36）によると、
法第27条に義務雇用制度（法定雇用率）の規定がある

 日本語情報③ 「韓国民間企業の障害者義務雇用率 2.7%から3.1%に引
上げ」（スライド37）によると、官民で雇用率が異なる

Q.以下の事項について、2016年11月現在の
情報を調べてください。
１．韓国の障害者義務雇用率
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３．２．朝鮮語情報
(3) 根拠法令の条文を確認する



 「장애인고용촉진및직업재활법」
（障害者の雇用促進及び職業リハビリテーション法）

 第27条（国と地方自治団体の障害者雇用義務）①国と地方自治団体の長
は、障害者を所属公務員の定員の100分の3以上雇用しなければならな
い。＜改正2007.12.27＞

 第28条（事業主の障害者雇用義務）①常時50名以上の勤労者を雇用す
る事業主・・・は、その勤労者の総数・・・の100分の5の範囲で、大統領令

で定める比率（以下「義務雇用率」という）以上に該当（その数において、
小数点以下は切り捨て）する障害者を雇用しなければならない。＜改正
2010.6.4＞
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３．２．朝鮮語情報
(3) 根拠法令の条文を確認する



 三段比較で下位法令の
対応箇所を確認する
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３．２．朝鮮語情報
(3) 根拠法令の条文を確認する

3段比較



 「「장애인고용촉진및직업재활법시행령」【大統領令】
（障害者の雇用促進及び職業リハビリテーション法施行令）

 第25条（事業主の義務雇用率）法第28条第1項による障害者雇用義務が

ある事業主の障害者常時勤労者義務雇用率は、次の各号のとおりであ
る。・・・＜改正 2009.12.31, 2014.12.3＞

1. 2015年1月1日から2016年12月31日まで：1000分の27
2. 2017年1月1日から2018年12月31日まで：1000分の29
3. 2019年以降：1000分の31
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３．２．朝鮮語情報
(3) 根拠法令の条文を確認する



 日本語情報① 「障害者の雇用促進のための制度改革」（スライド35）に
よると、「障害者雇用負担金」の納付が必要。

 日本語情報②崔栄繁「韓国の障害者雇用制度」（スライド36）によると、
法第33条が関連規定。

Q.以下の事項について、2016年11月現在の
情報を調べてください。
２．障害者義務雇用率を達成できなかった

場合に課せられる内容
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３．２．朝鮮語情報
(3) 根拠法令の条文を確認する



 「장애인고용촉진 및 직업재활법」
（障害者の雇用促進及び職業リハビリテーション法）

 第33条（障害者雇用負担金の納付等）①義務雇用率に満たない障害者を雇
用する事業主（常時50名以上100名未満の勤労者を雇用する事業主は除

外する）は、大統領令で定めるところによって、毎年雇用労働部長官に障害
者雇用負担金・・・を納付しなければならない。＜改正2010年6月4日＞

 ②負担金は、事業主が義務雇用率によって雇用しなければならない障害者
総数から毎年常時雇用している障害者の数を除いて、第3項による負担基
礎額を乗じた金額の年間合計額とする。＜改正2009年10月9日＞
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３．２．朝鮮語情報
(3) 根拠法令の条文を確認する



 ③負担基礎額は、障害者を雇用する場合に、毎月かかる次の各号の費用
の平均額を基礎として、雇用政策審議会の審議を経て「最低賃金法」に
よって月単位で換算した最低賃金額の100分の60以上の範囲で雇用労働
部長官が定めて告示する （後略）＜改正2009年10月9日、2010年6月4
日、2011年3月9日＞

→常時100名以上の勤労者を雇用する事業主に対して、

（（義務雇用障害者数）－（常時雇用している障害者数））×（負担基礎額）
×12月 で計算される「障害者雇用負担金」が課される
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３．２．朝鮮語情報
(3) 根拠法令の条文を確認する



ステップ１
日本語

• 参考情報を探す（インターネット情報・図書館資料）

• 機関・関連法規を探す

ステップ２
朝鮮語

• 検索キーワードを朝鮮語に翻訳する

• 雇用労働部のウェブサイトを見る

• 根拠法令の条文を確認する

まとめ
• 解答・まとめ
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３．３．解答・まとめ

根拠規定： 障害者の雇用促進及び職業リハビリテーション法第27条第1項、
第28条第1項、施行令第25条第1号

 国と地方自治体は100分の3以上

 民間事業主は1000分の27以上
（ただし、常時50名以上の勤労者を雇用する事業主に限る）

Q.以下の事項について、2016年11月現在の
情報を調べてください。
１．韓国の障害者義務雇用率
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根拠規定： 障害者の雇用促進及び職業リハビリテーション法第33条

 常時100名以上の勤労者を雇用する事業主に対して、

（（義務雇用障害者数）－（常時雇用している障害者数））×（負担基礎額）
×12月 で計算される「障害者雇用負担金」が課される

 国、地方自治体と、
常時50名以上100名未満の勤労者を雇用する事業主は対象外

２．障害者義務雇用率を達成できなかった
場合に課せられる内容
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３．３．解答・まとめ



 まずは日本語で参考情報を収集し、概要を把握する

 根拠法令の原文を確認する（翻訳機能も活用）
その際、関連する下位法令、行政規則も参照する

 情報源の信ぴょう性、作成日時（法令の場合は最終改正日）に留意する
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３．３．解答・まとめ



（参考）「통합입법예고센터（統合立法予告センター）」
（http://www.lawmaking.go.kr/lmSts/ogLmPp/main）で、立法予告を統合検索できる

「『장애인고용촉진 및 직업재활법 일부개정법률(안)』입법 예고
（『障害者の雇用促進及び職業リハビリテーション法一部改正法律（案）』
立法予告）」2016.5.23.（http://www.lawmaking.go.kr/lmSts/ogLmPp/32878）

 国、地方自治体の義務雇用率を100分の3から1000分の34に引上げ

 国、地方自治体にも、障害者雇用負担金を課す

 2017年1月1日の施行を目指す
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３．３．解答・まとめ



 （(1)（義務雇用障害者数）－(2)（常時雇用している障害者数））
×(3)（負担基礎額）×12月

Q.常用勤労者総数500名のうち
障害者が5名の事業主に課される
「障害者雇用負担金」の金額
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（参考）応用問題



(1) 義務雇用障害者数

 義務雇用率は「1000分の27」（施行令第25条）

 小数点以下は切り捨て（法第28条第1項）

＝500 × 27/1000 ＝13.5 → 13名

(2) 常時雇用している障害者数 → 5名

(3) 負担基礎額

 「雇用労働部長官が定めて告示する」（法第33条第3項）
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（参考）応用問題



 「国家法令情報センター」では、告示も検索できる。

 検索条件を「행정규칙（行政規則）」に設定し、「장애인 고용」を検索。
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（参考）応用問題
(1) 告示を検索する（国家法令情報センター）



 「장애인 고용 부담기초액（障害者雇用負担基礎額）」
（雇用労働部告示第2015-86号）など6件ヒット。
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（参考）応用問題
(1) 告示を検索する（国家法令情報センター）



 告示の本文がhtml形式で閲覧できる。

＊比率の小数点以下は切り捨て。
＊本負担基礎額の適用期間：2016年1月1日～12月31日

義務雇用人数に対する
障害者勤労者比率

負担基礎額

3/4以上（75%以上） 757,000ウォン

1/2以上3/4未満
（50%以上75％未満）

832,700ウォン

1/4以上1/2未満
（25％以上50％未満）

908,400ウォン

1/4未満（25％未満） 984,100ウォン

1名も雇用していない場合 1,260,270ウォン
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（参考）応用問題
(2) 告示の本文を確認する



 障害者勤労者比率＝ 5 / 13 ≒ 38.46% → 38%

 負担基礎額は「1/4以上1/2未満（25％以上50％未満）を適用

＝(3) 908,400ウォン
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（参考）応用問題
(2) 告示の本文を確認する



 （(1)（義務雇用障害者数）－(2)（常時雇用している障害者数））
×(3)（負担基礎額）×12月

 （ (1) 13 – (2) 5) × (3) 908,400ウォン × 12月
＝87,206,400ウォン （約800万円）
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（参考）応用問題
(3) 解答


